
参考                           北九州市市税条例新旧対照表（第１条関係）               議案第１１８号（９月改正） 

新 旧 

（寄附金税額控除） 

第２２条の３ 所得割の納税義務者が、前年中に次に掲げる寄附金を支出し、当該

寄附金の額の合計額（当該合計額が前年の総所得金額、退職所得金額及び山林所

得金額の合計額の１００分の３０に相当する金額を超える場合には、当該１００

分の３０に相当する金額）が２，０００円を超える場合には、その超える金額の

１００分の８に相当する金額（当該納税義務者が前年中に法第３１４条の７第２

項の特例控除対象寄附金（以下この条並びに付則第７条の４及び第７条の６第１

項において「特例控除対象寄附金」という。）を支出し、当該特例控除対象寄附

金の額の合計額が２，０００円を超える場合には、当該１００分の８に相当する

金額に特例控除額を加算した金額。以下この項において「控除額」という。）を

当該納税義務者の第２０条及び前条の規定を適用した場合の所得割の額から控除

するものとする。この場合において、当該控除額が当該所得割の額を超えるとき

は、当該控除額は、当該所得割の額に相当する金額とする。 

（１）  略 

（２）  略 

（３） 所得税法第７８条第２項第２号から第４号までに掲げる寄附金（前号に

掲げる寄附金を除く。）及び租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第４

１条の１８の２第２項に規定する特定非営利活動に関する寄附金で、次に掲げ

るもの 

ア～ウ  略 

（寄附金税額控除） 

第２２条の３ 所得割の納税義務者が、前年中に次に掲げる寄附金を支出し、当該

寄附金の額の合計額（当該合計額が前年の総所得金額、退職所得金額及び山林所

得金額の合計額の１００分の３０に相当する金額を超える場合には、当該１００

分の３０に相当する金額）が２，０００円を超える場合には、その超える金額の

１００分の８に相当する金額（当該納税義務者が前年中に法第３１４条の７第２

項の特例控除対象寄附金（以下この条並びに付則第７条の４及び第７条の６第１

項において「特例控除対象寄附金」という。）を支出し、当該特例控除対象寄附

金の額の合計額が２，０００円を超える場合には、当該１００分の８に相当する

金額に特例控除額を加算した金額。以下この項において「控除額」という。）を

当該納税義務者の第２０条及び前条の規定を適用した場合の所得割の額から控除

するものとする。この場合において、当該控除額が当該所得割の額を超えるとき

は、当該控除額は、当該所得割の額に相当する金額とする。 

（１）  略 

（２）  略 

（３） 所得税法第７８条第２項第２号及び第３号に掲げる寄附金（同条第３項

の規定により特定寄附金とみなされるものを含み、前号に掲げる寄附金を除く

。）並びに租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第４１条の１８の２第

２項に規定する特定非営利活動に関する寄附金で、次に掲げるもの 

ア～ウ  略 
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新 旧 

エ 所得税法第７８条第２項第４号に掲げる公益信託の信託財産とするために

支出した当該公益信託に係る信託事務に関連する寄附金で市長が指定したも

の 

２～４  略 

   付 則 

（公益法人等に係る市民税の課税の特例） 

第５条の２の３ 当分の間、租税特別措置法第４０条第３項後段（同条第６項から

第１２項まで及び第１３項（同条第１４項において準用する場合を含む。以下こ

の条において同じ。）の規定によりみなして適用する場合を含む。）の規定の適

用を受けた同条第３項に規定する公益法人等（同条第６項から第１３項までの規

定により特定贈与等に係る公益法人等とみなされる者を含む。）を同条第３項に

規定する贈与又は遺贈を行った個人とみなして、令附則第３条の２の３で定める

ところにより、これに同項に規定する財産（同法第４０条第６項から第１３項ま

での規定により特定贈与等に係る財産とみなされる資産を含む。）に係る山林所

得の金額、譲渡所得の金額又は雑所得の金額に係る市民税の所得割を課する。 

（固定資産税の課税免除及び不均一課税に関する用語の意義） 

第１５条の２ この条から付則第１５条の１０までにおいて、次の各号に掲げる用

語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

 （１）～（１３）  略 

（１４） 特定業務児童福祉施設 地域再生法第５条第４項第５号に規定する特

定業務児童福祉施設のうち特定業務施設の新設に併せて整備されるものをいう

エ 所得税法第７８条第３項に規定する特定公益信託の信託財産とするために

支出した金銭で市長が指定したもの 

 

２～４  略 

   付 則 

（公益法人等に係る市民税の課税の特例） 

第５条の２の３ 当分の間、租税特別措置法第４０条第３項後段（同条第６項から

第１０項まで及び第１１項（同条第１２項において準用する場合を含む。以下こ

の条において同じ。）の規定によりみなして適用する場合を含む。）の規定の適

用を受けた同条第３項に規定する公益法人等（同条第６項から第１１項までの規

定により特定贈与等に係る公益法人等とみなされる法人を含む。）を同条第３項

に規定する贈与又は遺贈を行った個人とみなして、令附則第３条の２の３で定め

るところにより、これに同項に規定する財産（同法第４０条第６項から第１１項

までの規定により特定贈与等に係る財産とみなされる資産を含む。）に係る山林

所得の金額、譲渡所得の金額又は雑所得の金額に係る市民税の所得割を課する。 

（固定資産税の課税免除及び不均一課税に関する用語の意義） 

第１５条の２ この条から付則第１５条の１０までにおいて、次の各号に掲げる用

語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

 （１）～（１３）  略 
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新 旧 

。 

（１５）  略 

（１６）  略 

（地域再生法に基づいて整備される特定業務施設等に係る固定資産税の不均一課

税） 

第１５条の７ 平成２７年１０月８日から令和１１年３月３１日までの期間（次項

において「指定期間」という。）内に、地方活力向上地域等特定業務施設整備計

画について地域再生法第１７条の２第３項の認定を受けた事業者（次項において

「認定事業者」という。）が、認定地域再生計画に記載されている地方活力向上

地域内において、認定地方活力向上地域等特定業務施設整備計画に従って特定業

務施設を新設し、又は増設した場合には、当該特定業務施設若しくは当該特定業

務施設に係る特定業務児童福祉施設の用に供する家屋又は構築物及び当該家屋又

は構築物の敷地である土地で次に掲げる要件に該当するもの（付則第１５条の５

第１項若しくは第２項の規定の適用を受けるもの又は貸付けの用に供するものを

除く。）に対して課する固定資産税の税率は、第５０条の規定にかかわらず、当

該固定資産に対して新たに固定資産税を課すべき年度から３年度分の固定資産税

に限り、初年度は１００分の０．１４、第２年度は１００分の０．３５、第３年

度は１００分の０．７とする。 

（１） 土地にあっては、平成２７年１０月８日以後に取得したものであり、か

つ、その取得の日の翌日から起算して１年以内に当該土地を敷地とする特定業

務施設又は特定業務児童福祉施設の用に供する家屋又は構築物の建設の着手が

 

（１４）  略 

（１５）  略 

（地域再生法に基づいて整備される特定業務施設等に係る固定資産税の不均一課

税） 

第１５条の７ 平成２７年１０月８日から令和１１年３月３１日までの期間（次項

において「指定期間」という。）内に、地方活力向上地域等特定業務施設整備計

画について地域再生法第１７条の２第３項の認定を受けた事業者（次項において

「認定事業者」という。）が、認定地域再生計画に記載されている地方活力向上

地域内において、認定地方活力向上地域等特定業務施設整備計画に従って特定業

務施設を新設し、又は増設した場合には、当該特定業務施設の用に供する家屋又

は構築物及び当該家屋又は構築物の敷地である土地で次に掲げる要件に該当する

もの（付則第１５条の５第１項若しくは第２項の規定の適用を受けるもの又は貸

付けの用に供するものを除く。）に対して課する固定資産税の税率は、第５０条

の規定にかかわらず、当該固定資産に対して新たに固定資産税を課すべき年度か

ら３年度分の固定資産税に限り、初年度は１００分の０．１４、第２年度は１０

０分の０．３５、第３年度は１００分の０．７とする。 

 

（１） 土地にあっては、平成２７年１０月８日以後に取得したものであり、か

つ、その取得の日の翌日から起算して１年以内に当該土地を敷地とする特定業

務施設の用に供する家屋又は構築物の建設の着手があったものであること。 
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新 旧 

あったものであること。 

（２） 特定業務施設及び特定業務児童福祉施設を構成する減価償却資産（所得

税法施行令（昭和４０年政令第９６号）第６条第１号から第７号まで又は法人

税法施行令（昭和４０年政令第９７号）第１３条第１号から第７号までに掲げ

るものに限る。）の取得価額の合計額が３，８００万円（租税特別措置法第１

０条第８項第６号に規定する中小事業者、同法第４２条の４第１９項第７号に

規定する中小企業者及び法人税法第６６条第６項に規定する中小通算法人にあ

っては、１，９００万円）以上のものであること。 

（３）  略 

２  略 

（付則第１５条の７の規定による固定資産税の不均一課税の適用を受けようとす

る者がすべき申告） 

第１５条の８ 前条の土地、家屋又は償却資産について、同条の規定の適用を受け

ようとする者は、次に掲げる事項を記載した申告書に市長が必要と認める書類を

添付して市長に提出しなければならない。 

（１）  略 

（２）  略 

（３） 特定業務施設又は特定業務児童福祉施設の名称及び地域再生法施行規則

（平成１７年内閣府令第５３号）第８条第１項各号に掲げる業務施設又は同条

第３項各号に掲げる児童福祉施設のいずれに該当するかの別 

（４）  略 

 

（２） 特定業務施設を構成する減価償却資産（所得税法施行令（昭和４０年政

令第９６号）第６条第１号から第７号まで又は法人税法施行令（昭和４０年政

令第９７号）第１３条第１号から第７号までに掲げるものに限る。）の取得価

額の合計額が３，８００万円（租税特別措置法第１０条第８項第６号に規定す

る中小事業者、同法第４２条の４第１９項第７号に規定する中小企業者及び法

人税法第６６条第６項に規定する中小通算法人にあっては、１，９００万円）

以上のものであること。 

（３）  略 

２  略 

（付則第１５条の７の規定による固定資産税の不均一課税の適用を受けようとす

る者がすべき申告） 

第１５条の８ 前条の土地、家屋又は償却資産について、同条の規定の適用を受け

ようとする者は、次に掲げる事項を記載した申告書に市長が必要と認める書類を

添付して市長に提出しなければならない。 

（１）  略 

（２）  略 

（３） 特定業務施設の名称及び地域再生法施行規則（平成１７年内閣府令第５

３号）第８条各号に掲げる業務施設のいずれに該当するかの別 

 

（４）  略 
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新 旧 

（５）  略 

 

（５）  略 
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北九州市市税条例及び法人等の市民税の課税の臨時特例に関する条例の一部を改正する条例新旧対照表（第２条関係） 

新 旧 

付 則 

（信託法の施行に伴う市民税に関する経過措置） 

第２条 第１条の規定による改正後の北九州市市税条例（次条において「新市税条

例」という。）第１１条及び第１５条並びに第２条の規定による改正後の法人等

の市民税の課税の臨時特例に関する条例第３条から第５条までの規定は、信託法

（平成１８年法律第１０８号）の施行の日以後に効力が生ずる信託（遺言によっ

てされた信託にあっては同日以後に遺言がされたものに限り、信託法の施行に伴

う関係法律の整備等に関する法律（平成１８年法律第１０９号）第３条第１項、

第６条第１項、第１１条第２項、第１５条第２項、第２６条第１項、第３０条第

２項又は第５６条第２項の規定により同法第３条第１項に規定する新法信託とさ

れた信託（以下「新法信託」という。）を含む。）について適用し、同日前に効

力が生じた信託（遺言によってされた信託にあっては同日前に遺言がされたもの

を含み、新法信託及び公益信託に関する法律（令和６年法律第３０号）附則第４

条第１項に規定する移行認可を受けたものを除く。）については、なお従前の例

による。 

２ 前項の市民税の所得割の納税義務者が同項の規定により申告する上場株式等に

係る譲渡損失の金額のうちに法附則第３５条の２の５第３項の規定により特別徴

収義務者が源泉徴収選択口座内配当等について徴収して納入すべき県民税の配 

し書に規定する者（同条第２項の規定によって同条第１ 

 

付 則 

（信託法の施行に伴う市民税に関する経過措置） 

第２条 第１条の規定による改正後の北九州市市税条例（次条において「新市税条

例」という。）第１１条及び第１５条並びに第２条の規定による改正後の法人等

の市民税の課税の臨時特例に関する条例第３条から第５条までの規定は、信託法

（平成１８年法律第１０８号）の施行の日以後に効力が生ずる信託（遺言によっ

てされた信託にあっては同日以後に遺言がされたものに限り、信託法の施行に伴

う関係法律の整備等に関する法律（平成１８年法律第１０９号）第３条第１項、

第６条第１項、第１１条第２項、第１５条第２項、第２６条第１項、第３０条第

２項又は第５６条第２項の規定により同法第３条第１項に規定する新法信託とさ

れた信託（以下「新法信託」という。）を含む。）について適用し、同日前に効

力が生じた信託（遺言によってされた信託にあっては同日前に遺言がされたもの

を含み、新法信託を除く。）については、なお従前の例による。 
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